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1．はじめに
　本論文の目的は、非営利組織におけるミッションマネジメントについて、特に、大学に焦点を当
て、各大学が掲げている「建学の精神」に基づくマネジメントを行う上での課題を明らかにする。
非営利組織は、英語表記では、「Non-Profit Organization」となり、その頭文字をとって、「ＮＰＯ」
とすることが多いが、わが国においては、この「ＮＰＯ」については、かなりの幅があることを知
る必要がある。
　例えば、広義の概念としては、財団法人、社団法人、学校法人、社会福祉法人、消費生活協同組
合等があり、狭義の概念には、市民活動団体、ボランティア団体、ボランティア・グループ、地縁
組織（町内会等）までもが入ることになる。さらに、1998（平成10）年に施行されたＮＰＯ法（特
定非営利活動促進法）により法人格を取得した団体等も入ることになる。
　このように、わが国における「非営利組織」（ＮＰＯ）には、様々な団体・組織が入ることにな
り、ＮＰＯのマネジメントといった場合でも、それが、法人格を擁する学校法人なのか、あるい
は、有志によるボランティア団体かによりその内容が変わってくる場合がある。本論文では、取り
上げる非営利組織を広義の概念に入る学校法人の事例とする。そして、学校法人でも特に、大学を
取り上げる。
　その理由としては、大学経営の難しさを挙げることができる。大学経営の問題として、第1に、
少しでも多くの優秀な学生を確保すること、第2に、法人側（理事会側）と教学側の考えが一致し
ないこと、が挙げられる。また、入試科目の変更、試験日の調整、AO入試等、各大学は可能な限
りの対処策を取っているが、必ずしも成果は上がっていない。そこで最近になって、多くの大学で
は、より根源的な入試策を強調するようになり、その中に「建学の精神」の再認識を強調したりし
ているi。
　大学の置かれている状況について、日本私立学校振興・共済事業団は、大学の入学定員、志願
者、受験者、入学者は昨年度と比較し増加、入学者は11,468人増加し、499,678人となったこと、
入学定員充足率は0.18ポイント上昇して、104.61％、 入学定員充足率が100％未満の大学は28校減
少して229校となり、大学全体に占める 未充足校の割合は5.1ポイント下降して、39.4％となった、
としているii。前年度からの若干の回復は見られるが、少子化に伴う今後の大学経営の厳しさにつ
いては想像に難くない。
　本論文の趣旨としては、大学を取り巻く様々な状況の打開策の1つとして、「建学の精神の再認
識を強調」する大学が多くなっている、という事実に注目をしたい。建学の精神について、日本私
立学校振興・共済事業団（2014）が公開している「大学ポートレート（私学版）」の用語辞典では、
次のように説明されている。
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　私学の創設者が、学校開設にあたって、どのような人材を育成したいかなどの理念や気概、願い
をうたいあげたものです。どの学校にも建学の精神はあるはずですが、特に創設者が私財を投じて
開設された私立学校は、国公立の学校に比べ創始者の「建学の精神」の持つ意味が大きく、それぞ
れの「建学の精神」に基づき、独自の特色を持った個性豊かな教育の場としての役割が期待されて
います。
　つまり、今後の大学経営を考える上で、各大学の掲げる「建学の精神」をどのように、捉え、実
践していくのかが、経営戦略上においても重要になってくると考える。そして、この大学の「建学
の精神」とは、本論文においては、「ミッションマネジメント」と同様であると捉えている。
　「ミッションマネジメント」を一言で定義すると、「経営の意思であるミッションを最上位として
始まる戦略実行体系」である。具体的には、「企業におけるミッションを最上位として中長期的な
戦略並び組織目標へと展開し、さらにそれらを実現するための短期的な重点方針・アクションプラ
ンを立案・実行していく戦略推進手法」であるiii。
　しかし、「ミッションマネジメント」は、企業だけのものではない。「むしろ営利企業とは異な
り、「売上・利潤といった明確な達成指標がないことが多い非営利組織の場合にこそミッションマ
ネジメントの考え方を用いた組織運営を行っていく必要性は高い。」としているiv。
2．ミッションマネジメントの先行研究
2－1．企業におけるミッションマネジメント
　「ミッションマネジメント」研究において、アーサーアンダーセン、『ミッションマネジメント　
価値創造企業への変革』（生産性出版、1997年）がある。その中で、アンダーセンは、ミッション
マネジメントを語るときの重要なキーワードとして、「Skill（技術）よりもWill（意思の力）」を挙
げている。そして、ミッションマネジメントの体系を考えていく上で、ミッション（「目的」およ
び「事業」を表現しているもの）、ビジョン（「願望」を表現しているもの）、バリュー（「価値観」
を表現しているもの）が企業経営を推進していく上での最上位の概念であるとする。
　そして、ミッション、ビジョン、バリューの関係については、すべての原点はミッションにあ
り、企業の存在目的がすべての出発点となる。これは、企業が事業を行う強い動機であり、何らか
の迷いが生じたときに常に回帰すべき創業の原点である。ビジョンは、市場の中でどのような役割
をこなすプレーヤーとなりたいのか、その役回りを規定する。バリューは、ミッションやビジョン
に比べて静態的であり、そうそう変化するわけではないが、ミッションやビジョンに対する牽制役
として働くv。
　ミッションやビジョンは、組織の階層にしたがって展開することによって、部門ミッションや
部門ビジョンといったように内容は変化していくが、バリューは全組織を通じて変わるものではな
く、共有化すべき価値観であるvi。
　小野は、経営者が決めなければならないミッションには2つの異なった種類があるという。その
第1は、「企業が社会に対して果たすべき使命」であり、第2は、「当該企業に対してどのような役
割を果たすべきか」というものである。そして、企業ミッションの４要素として、「顧客」「株主」
「従業員」「地域社会」を挙げているvii。そして、経営者が企業の社会的ミッション、特に顧客に向
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けて設定する際の姿勢には、次の3つのタイプがあるとしているviii。
◆能動型ミッション設定
　特定の社会的使命が心の中からやむにやまれぬ願望として沸き上がり、その実現のために新会
社を興す（あるいは既存企業をその新機軸に向けて変身させる）といったケースがその典型例であ
る。
◆対応型ミッション設定
　周囲を見渡し、目につく範囲の商品や事業から、自分（ないし自社）にあったものを選び、それ
に取り組んでゆくというタイプである。
◆受動型ミッション設定
　自分が能動的に決めるのではなく、創業者や先代によってすでにミッションが決まっている企業
の経営を引き継ぐというケース、あるいは誰か重大な影響力を持つ人から促されてミッションを決
定するというケースである。
　また、田中は、ミッションマネジメントを実践していると公言している、あるいは公言されてい
る企業の経営者にインタビューを行い、理念浸透の方法を調査している。その中で、ミッションマ
ネジメントの実現に向けた3つのステップを挙げているix。それは、①質の高い経営者の存在と彼
らの理念浸透への努力、②理念と仕事の整合性を図る、③制度への理念反映、である。
　また、福井は、「企業ミッションを印刷して社内に掲げたり、会社案内に印刷しても、それが実
際の企業活動に反映されなければ何の意味もなさない。」と言っている。つまり、企業内での価値
観を明らかにし、それを組織のメンバーが共有して各自が行動に反映させたとき、企業活動が目的
のある行動へと変化していく、との考えを示しているx。
2－2．非営利組織におけるミッションマネジメント
　ドラッガーは、非営利組織の目的として、「人と社会の変革」を挙げている。非営利組織に対す
る最終的な評価は、使命の表現の美しさによって行われるのではなく、行動の適切さによる、とし
ているxi。
　そして、非営利組織の使命達成に必要な要点として、第1に、「何が機会であり、ニーズである
かを」を問うこと、第2に、「その機会やニーズに自らがあっているか」を検討すること、そして、
第3に、「しかるべき成果をあげられそうか」、「能力を有しているか」、「自分たちの強みを発揮で
きそうか」、「本当に信念をもってやれるか」ということを検討すべきである。つまり、「機会」、
「能力」、「信念」が大切であると言っているxii。
　また、島田は、ミッションについて、「変えてはいけない場合」と「変えるべき場合」があるこ
とも示しているxiii。
◆ミッションを「変えてはいけない場合」
　ミッションはその非営利組織が存在する根源ともいうべきものであった。したがって、たとえ環
境の変化が起こったとしてもそう簡単に変更すべきものではない。ある種の組織にとっては、ミッ
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ションは永遠に変わらないものになるであろう。
◆ミッションを「変えるべき場合」
　外部事情の変化と内部事情の変化を慎重に検討し、機会と能力の状況を判断しなければならな
い。機会や能力が拡大してきたので自らの事業領域を拡大すべき場合と、逆に、機会や能力が縮小
してきたので自らの事業領域を縮小すべき場合が考えられる。
　そして、ドラッガーは、非営利組織に必要なものとして、①計画、②マーケティング、③人、④
金、を挙げているxiv。つまり、非営利組織においても企業と同様に、マネジメントが大切である
ことを指摘している。島田も同様に、非営利組織におけるマネジメントの重要性を次のように語っ
ているxv。
　非営利組織は組織である。ボランタリズムに満ちた個人の働きを超えて、それを結集し、組織の
成果として社会に貢献を拡大することができる。そうであるとすれば、非営利組織にも当然マネジ
メントが重要になる。組織を機能させ、個人の働きを結集して社会を変えていくマネジメントが重
要になる。
　また、三宅は、非営利組織のマネジメントについて、事業目的である社会的使命のミッションを
基軸にしたマネジメントシステムを導入することの大切さを指摘している。具体的には、NPOの
経営理念→社会的使命（事業体のミッション）→経営ビジョン・構想→経営目標→経営責任→経営
組織→組織文化→経営戦略・戦術→マーケティング戦略・戦術→経営計画（長期・中期・短期）→
社会貢献→経営成果→経営評価というフローになる。
　こうした流れをＮＰＯの構成メンバー全員で共通認識として共有し維持・存続させることが大切
であること、事業体のミッションは大切で善なる行為・行動を寄付者や資金提供者、支援者、会
員、行政などに対して広く深く啓蒙できるようＮＰＯの広告・広報活動を強化することの重要性も
指摘するxvi。
3．大学経営と建学の精神
　本論文で取り上げる、大学経営と建学の精神について、取り上げた先行研究には、木村（2017）
がある。木村は、「建学の精神」と、大学施設、カリキュラム、教職員など目に見える物理的支柱
との間には相互補完関係がある、とする。「建学の精神」は当該大学の精神性を象徴するもので
あるが、それは単に精神論にとどまらず、大学が対処しなければならないあらゆる物理的欲求を
チェックする判断基準ともなるものである、と言うxvii。
　さらに、「建学の精神」は機能しているのかという点については、どのような大学が応募条件の
中に「建学の精神」への理解と協力を求めているのか調査をしている。その結果、女子大学と宗
教系の大学では、その傾向が高く、その対極に非宗教系の共学の大学であることを明らかにして
いるxviii。
　また、「建学の精神」の再定義についての研究がある。「建学の精神」の再定義について、岩武
は、以下のように言っているxix。
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　（中略）つまり大学存立の原点に立ち還ることで、根源的な建て直しを図るための「原点回帰」で
ある。しかしながら、時代の趨勢は単なる原点回帰だけでは許されないほどの厳しい経営環境でも
ある。その意味において、「建学の精神の再定義」は、私学の存在意義そのものを繰り返し問うも
のといえよう。
　また、これまで数多くの学校法人の経営再建・再生、活性化について関わってきたエデュース学
校経営研究所所長の松本は、大学の「建学の精神」について、「建学の精神も単にその言葉を受け
継ぐこと自体に意義があるわけではなく、その奥底にあるものを今日的意義として常に再定義し続
けることこそが、学校経営にとって最も重要なことであると思います。」と述べているxx。
　以上のことからも分かるように、「建学の精神」というものを大学経営の中心に位置付けること
の大切さと同時に、「建学の精神」を単に、創立当初のままの状態で捉えるのではなく、大学を取
り巻く様々な状況に応じながら「再定義」していくことの重要性を述べていると考えることができ
る。
　そして、大学におけるミッション経営の3要素について、以下のことを挙げているxxi。
①　Mission：使命であり、建学の精神の今日的解釈であり、あるべき自校の姿
②　Vision：Missionを達成するための中長期事業計画
③　Value：自校だからこそできる理由、自校でなければならない理由（自校の価値）
　これを見ても分かるように、企業経営においても、この①Mission、②Vision、③Value、とい
うことが重要になることが分かる。しかし、それでは、企業と大学との経営の相違点は何か？その
ことについては、企業経営も大学経営も重なり合う部分は多いかもしれないが、その目的ははっき
りと異なっていることを知らなくてはならない。
　それは、大学は教育研究活動による人材養成や社会貢献が最大目的であり、営利追求を第一とは
しない。一方で、企業の最大目的は利益追求であり、組織の社会貢献はその後に来るテーマとなっ
ている、ことが大きな違いであるxxii。しかし、企業にとって有効なマネジメント手法等は、大学
経営においても、有効であることはこれまでの先行研究でも明らかとなっているxxiii。
　そして、大学経営の目的は、学生を中心とする大学創造を行う目的のもとに、学生、卒業生、教
職員等のステークホルダー（利害関係者）から理解される大学活動の展開を目指すものである。
大学組織の永続という所与の条件の中で、拡がる可能性を追求することが大学経営の役割である
xxiv。
　大学も自らのマネジメントを自己評価する必要があるといえる。P.F.ドラッガーは、非営利組織
の自己評価手法として、以下の5つの質問をしているxxv。
①　われわれの使命とは何か？
②　われわれの顧客とは誰か？
③　顧客は何を価値あるものと考えるか？
④　われわれの成果とは何か？
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⑤　われわれの計画とは何か？
　大学の経営や教育・研究等の自己点検・評価の取り組みは現在、大学院、学士課程や短期大学に
よる学内の各種委員会、自己点検・自己評価委員会で実施されている。これに加え、2004年4月1
日施行の学校教育法改正によって、第三者認証評価機関での認証評価の審査を7年に1度受けるこ
とが義務付けられているxxvi。
　今後は、大学経営において自己評価はもちろんだが、客観的に他者からも評価される成果を挙
げることが求められる時代であるといえる。各々の大学が掲げる「建学の精神」に基づき、なおか
つ、大学を取り巻くさまざまなステークホルダーから、理解され評価される大学づくりを目指さな
くてはならない。
　教育経営理念・目標を達成し組織を有機的に動かすためには、学校経営者のリーダーシップはも
とより、学長を初めとする教育に携わる関係者とステークホルダーとの円滑なコミュニケーション
や財政基盤がしっかりしていなければならないxxvii。
4．事例研究
　本論文では、3校の事例を通して、「建学の精神」に基づくミッションマネジメントをする上で
の課題について明らかにする。取り上げる事例は、我が国の近代高等農業教育機関の歴史の中で、
3校の農業系女子専門学校が開設されているが、その内の2校、河井道によって創設された恵泉女
子農芸専門学校（現・恵泉女学園大学）、伊東静江による大和女子農芸専門学校（現・聖セシリア
女子短期大学）と、黒澤酉蔵によって創設された北海道酪農義塾（現・酪農学園大学）である。
　いずれの学校も創始者のどのような理念に基づき、農業教育を行うようになったのかについて明
らかにする。そして、創始者亡き後、その理念をどのような形で引き継ぎ、現在に至るまで教育を
行っているのかという、ミッションマネジメントにおける理念継承問題についてもふれることにす
る。
4－1．恵泉女子農芸専門学校（現・恵泉女学園大学）
　創始者の河井道は、三重県（伊勢山田）に生まれる。1885（明治18）年、8歳の時に、家族で北
海道函館市に移住。キリスト教との出会いにより、1887（明治20）年に長老派伝道師サラ・Ｃ・
スミスの開設した札幌スミス女学校（現在の北星学園）に入学、女学校卒業後、小樽の静修女学校
に教師・寮母として勤務。
　1898（明治31）年に「日本婦人米国奨学金」を受け、渡米。1900（明治33）年にブリンマー女
子大学に入学、1904（明治37）年、同校卒業し、帰国。女子英学塾（現・津田塾大学）教授に就
任する。1916（大正5）年、女子英学塾教授を辞任し、日本キリスト教女子青年会（YWCA）同盟
総幹事に就任（日本YWCAは1905年設立）する。1929（昭和4）年、恵泉女学園を創立、その学
園長に就任する。
　恵泉女子農芸専門学校が設立された時の状況は、日本が終戦直前の1945（昭和20）年の頃であっ
た。認可をした国側の背景としては、戦時下の教育では、皇国民の育成という国民精神の昂揚とと
もに軍需工業の振興という工業人材の育成が二大政策課題となっていた。後者の課題にこたえるた
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めに農業教育への影響もあったと考えることができるxxviii。
　恵泉女子農芸専門学校は、専門学校独自の建物を持つことなく、恵泉女子農芸専門学校の入学式
は恵泉女学園（普通部・高等部）の講堂で行われ、授業も同学園の校舎の一隅で行われた。激しい
戦時中ということもあり、文部省は第1回生が卒業するまでの間に、専門学校としての建物及び土
地を持つという条件で認可したのである
　戦後、学校制度が整ってくる時代に入ると様々な問題が生じることになった。設置認可時の条件
であった土地確保のため、恵泉女学園（普通部・高等部）のある経堂から小平の旧陸軍経理学校東
校舎の建物と敷地を借用することになり、1946（昭和21）年9月には移転をし、その地において日
本初の全寮制による女子園芸教育を行うようになった。
　その後、1947（昭和22）年4月には、名称を恵泉女学園専門学校とし、農芸科のほかに英文科
（経堂）も置く。1949（昭和24）年5月に短期大学設置基準法が成立をする。高等教育部門の旧制
度の専門学校が廃止となり、恵泉女学園も、専門学校を四年制大学にするか短期大学にするかで検
討を重ねた結果、女子短期大学として発足する準備をする。
　1950（昭和25）年4月、恵泉女学園短期大学英文科、園芸科を設置。学生、建物すべてはそのま
まであったが、その木造校舎の玄関と、園芸科の門柱に恵泉女学園短期大学の表札が掲げられるこ
とになった。しかし、施設面の充実は、短期大学基準を充たすうえでも早急を要し、教科と建物設
備充実のため、一千万円の募金に取りかかる。1953（昭和28）年2月に河井道逝去後、臨時理事会
が開催された。　　　　　　　　　　　　　　　
　河井道亡き後の最大の問題は短大園芸科の存亡であった。理事会は、5か年計画を立て、まず3
年間の努力をし、5年後に学科継続の可否を決定することにした。再建努力の方法としては、学園
農場の産物と、園芸技術とにより収益事業を試みることと、内外募金により基金を造成してその果
実で経営費を助けることであった。
　秋田稔学園長時代（1967.4 ～ 1994.3）は、「第二創業の期」として、この時期に理事会の下には
新キャンパス委員会、教育計画委員会が置かれ全学的に将来の教育充実計画を話し合っている。学
校法人「恵泉女学園」では、1988（昭和63）年に、恵泉女学園大学人文学部（日本文化学科・英
米文化学科）が開設され、翌年には、国際社会文化学科、2001（平成13）年には、人間環境学科、
大学院人文研究科設置と順調に発展を遂げた。
　このような流れの中で、恵泉女学園短期大学英文学科の方は、1998年に大学に第3学科「国際社
会文化学科」を開設することになり、短大で培われてきた「国際」をさらに発展充実させることに
なり、短大英文学科は1999（平成11）年3月に廃止となった。
　一方、園芸生活学科は、1998（昭和63）年2月に発足した「中長期計画策定委員会」における検
討の中で、短大の4大化実現についても検討をしている。2002（平成14）年3月に答申が出され、
園芸短期大学の伊勢原での単独教育展開は財政的に不可能との判断を受け、大学・園芸短大が一体
となり高等教育部会で一つの高等教育プログラムを構想することとした。
　理事会は、中長期計画の実施に向け、理事会の下に「大学・短大統合準備委員会」を置き、統合
の審議に向けて基本的な「統合の枠組」を決めている。2002（平成14）年9月9日に臨時理事会を
開催、中長期計画審議委員会最終答申に基づき集中審議をおこない、結果として大学と園芸短大を
統合せざるを得ないとの判断に達した。
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9月30日の理事会では、①園芸短期大学の学生募集は2003（平成15）年度入学者分までとし、大
学と園芸短期大学を2004（平成16）年度から2005（平成17）年度にかけて統合する。②園芸短期
大学に所属する園芸文化研究所を廃止し、早急に大学所属の園芸文化研究所を設立する。園芸短期
大学は2004年度の学生募集を停止し、2005（平成17）年3月第54回卒業式を行い、大学に統合す
ることになった。
4－2．大和女子農芸専門学校（現・聖セシリア女子短期大学）
　伊東静江は、1893（明治26）年東京の深川に生まれる。父は小田急電鉄の創始者で経済界の重
鎮であった利光鶴松氏である。尋常科を卒業し高等科へ、外国語を修得する必要を痛感し、1911
（明治44）年に東京聖心女子学院語学校に入学した。静江の心を強く打ったのは、外国人修道女た
ちとの生活であった。そして、自ら進んでカトリックの洗礼を受け、洗礼名を「モニカ」と称し
た。卒業後の1918（大正7）年に静江は伊東亮一と結婚をする。伊東氏は、外務省に勤務する官僚
であった。
　静江は家庭と育児に専念し、二男二女を育てた。その生活の中で、自らの人生に多大な影響を与
えたキリストの教えを具現化したいと考えるようになった。そして、当時一般的であった良妻賢母
型の女子教育を覆し、自分の意思を持って行動する自立した女性教育を目指すこと、さらに、大地
には神の恵み、生命の尊さ、生きる喜びがあり、神の摂理が宿っていると固く信じていたので、カ
トリックの教えを実践するための軸として「土に親しむ教育」を展開したいとの願いを持った。
　1929（昭和4）年、小田急江ノ島線が開通した。そして、その開通に合わせるようにして静江の
念願であった学園が創設をされた翌年、大和学園女子高等学校となった。自然豊かな約4万坪の敷
地、木造2階建ての校舎、父利光鶴松の多大な支援を仰いでの開設であった。その後、1945（昭和
20）年3月、我国では珍しい女子の農業専門学校として、大和女子農芸専門学校が設立された。大
和女子農芸専門学校は、学校として本格的に機能し、学生が入学してくるのは、終戦後のことで
あった。就学期間3年、全寮制で授業を行った。専門学校は、1947（昭和22）年に、中学校の農業
の教員免許が取得できる資格校に認定をされ、1948（昭和23）年春の卒業生から実施された。
　1947（昭和22）年に「学校教育法」が制定され、大和学園でも、農芸専門学校を母胎にした女
子大学設立の計画が着実に進められていた。計画の中で新設の大学を4年制にするか、2年制の短
期大学にするかが問題となったが、農業教育の学習には2年制で十分なこと、また、学生の経済的
負担も少なく入学者を募りやすいとの判断から、2年制の短期大学として文部省へ申請し、農芸家
政の単科大学として認可され、1950（昭和25）年3月に校名を「大和農芸家政短期大学」として開
校されることになった。
　短期大学はその後、農芸家政科1科で進められてきたが、農村の生活改善普及員として全国各地
で活躍していた卒業生にとって、栄養士の資格は農村指導を進める上でかなり必要なものであると
いう報告を受けていた伊東静江は、当初、農芸家政科に栄養関連科目を追加して、栄養士の資格
を取得することを考えていたが、栄養士の資格には3年間の修業年限が必要であったため、新たに
1963（昭和38）年に農芸栄養科の設置をすることになった。
　昭和40年代になると、幼稚園、保育園の新設が各地で行われ、幼児教育指導者の不足が社会問
題化し始めていた。伊東静江は、カトリック精神による愛情豊かな幼児教育指導者を養成すること
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を決意し、1967（昭和42）年に短期大学に保育科を新設した。保育科は農芸家政科、農芸栄養科
と比べて、都市部の女子学生にとって抵抗なく受け入れられる点で志願者が多く、順調に出発し
た。
　創始者・伊東静江は、1971（昭和46）年に逝去する。その後、大和学園理事会は、新理事長に
伊東静江の次女である伊東千鶴子を推選し、本人の承諾を得て、新校長、新理事長に決定した。伊
東千鶴子は、学校の創始者である伊東静江の理念を継続しつつ、時代に即した形で発展をさせてい
くことを目指した。まず始めに、創始者・伊東静江の理念を継承するため、伊東静江の精神的な
基盤を明文化し、学校全体の合言葉として確立していくことが重要であると考え、1972（昭和47）
年、「信じ希望し愛深く」を学園のモットーとして公式に発表をする。
　次に、1972（昭和47）年に農芸家政科、農芸栄養科の農芸2科の学生募集停止に踏み切り、農芸
科最後の卒業生を送り出した1975（昭和50）年6月には、正式に農芸家政科、農芸栄養科を廃止し
た。また、農芸2科の廃止に伴い、校名も1973（昭和48）年4月より大和農芸家政短期大学から大
和学園女子短期大学に改称。さらに、保育科を幼児教育学科と改めた。1984（昭和59）年4月から
は大和学園聖セシリア女子短期大学、2004（平成16）年からは現在の聖セシリア女子短期大学に
改称した。
　農芸家政科、農芸栄養科の2学科の廃止以後、2学科に関する農場などの農業系の教育施設は次
第に縮小され、代わって、幼児教育に関わる教育施設の充実を図っていくことになる。1973（昭和
48）年には、総工費1億1,200万円の体育館が完成をし、正面玄関のホールには創始者・伊東静江
の胸像が設置される。また、体育館に隣接して、縦25メートル、横14メートルで公式大会の開催
することが可能な水泳連盟公認の屋外プール、テニスコートなども完成をする。さらに、1974（昭
和49）年には鉄筋コンクリート3階建て、総面積970平方メートル（6教室）の新校舎も建設され
る。
　1977（昭和52）年には、創立50周年を記念事業として体育館に建設していた屋内プールが完成
をし、地域社会に貢献する形で「大和学園スイミングスクール」（現・セントモニカスイミングク
ラブ）を開設した。その他、観覧席、喫茶店、サウナ、シャワー、ミーティングルーム、ロッカー
ルームを完備し、温水調節で1年中泳ぐことができる。
　同年、「社会福祉法人モニカ会」（理事長・伊東千鶴子）を設立し、1978（昭和53）年4月に「モ
ニカ保育園」を開設した。開設2年目には園児120名を集め、地域でも有数の保育園として評価さ
れている。
4－3．北海道酪農義塾（現・酪農学園大学）
　黒澤酉蔵は、1885（明治18）年に茨城県世矢村（常陸太田市）に生まれる。1900（明治33）年、
東京の神田数学院・正則英語学校に学び、1901（明治34）年には田中正造の足尾鉱毒被害民救済
運動に関わるようになる。1905（明治38）年に、母の死を機に幼い弟妹を養うために北海道に行く
ことを決意し、1909（明治42）年に酪農家として独立。1925（大正14）年5月、629人の会員をもっ
て「酪農民のための酪農民が経営する酪農民の組合」である有限会社北海道製酪販売組合（以下、
酪連と記述する）を設立、専務理事になる。これが現在の雪印メグミルク株式会社の前身である。
　その後、黒澤は、雪印乳業株式会社相談役、1942（昭和17）年には、衆議院議員となり、1945
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（昭和20）年には日本協同党を結成し、代表世話人となる。1960（昭和35）年、北海タイムス社社
長、1954（昭和29）年、北海道開発審議会会長（8期16年）を歴任する。1982（昭和57）年2月7
日永眠（97歳）。
　黒澤は、北海道酪農義塾（酪農学園大学の前身）を作った理由について次のように述べているxxix。
　「協同主義の酪農事業とともに酪農教育に一生を捧げよう、こう決意したんです。そこで昭和8
年に北海道酪農義塾をつくりました。理事長は佐上長官、塾長は黒澤です。農民精神の作興、酪農
経営の実地教育、産業組合主義の徹底の三つを旗印にしました。もちろん私塾ではありません。」
　また、当時の時代状況は、昭和初期（特に6 ～ 7年）の北海道の大冷害に加えて、世界恐慌の影
響により、わが国の農村は大打撃を受けることになった。国はこの窮状を救うために、農山漁村経
済更生運動を展開し、農家の負債整理や救農土木事業等の施策を行っている。そして、農村の再興
のため全国に農村青年の教育・鍛錬の場・農民道場・塾風教育の開設を国策としている。このよう
な時代背景も、黒澤の北海道酪農義塾の設立に影響を与えていると考えることができるxxx。
　酪農義塾の教育機構は、①酪農科（定員30名）：将来自ら酪農に従事する者、②製酪科（定員20
名）：酪連や産業組合における技術、事務職員となる者、③補習科：臨時酪農、製酪についての講
習、の3科とし、1か年を3期に分けて、最初の3か月間は精神教育と基礎学習、次の6カ月間は農
場や工場での徹底した実習による体力強化と技術の習得、残りの3か月間は、この間の反復補修と
した。教育・寮・食事の費用は全て農場収入と酪連や有志の寄付とし、生徒からは一切徴収をしな
かった。酪連からの寄付は、酪農家が出荷する牛乳代金の一部を積み立てた基金からのものだっ
た。1944（昭和19）年2月、酪農義塾は10回生を出して閉塾をする。10年間に875名の卒業生を
輩出した。
　青年学校令（1935年公布）による小学校（後の国民学校）卒業者の青年学級への入学義務化
（1939年改正）などにより、酪農義塾の生徒募集を困難にする情勢になった。黒澤は戦時体制下で
の急務は国内農業の立て直しによる食糧増産にあるとして、農業指導者の養成に着目した甲種農業
学校の設立を意図したxxxi。
　そこで、酪農義塾の開設から9年目の1942（昭和17）年、酪農学園の現在地（江別市）に160ヘ
クタールの土地を求め、文部省の学校制度に基づく甲種農学校として3年制の野幌機農学校が開設
する（定員360名）。野幌機農学校では、酪農義塾の教育方針を受け継ぎ、全寮制による農場・実
習教育を重視した実学を教育方針とした。また、野幌機農学校でも授業料、寮費、食費のすべてを
徴収しなかったが、新円切り替えやインフレーションなどの社会状況の変化により、1947年度か
ら生活費の一部が父兄負担となり、授業料の徴収は1950年度から行うようになったxxxii。
　戦後1946（昭和21）年9月1日の財団法人興農義塾野幌機農学校の理事会で教育の指導理念をキ
リスト教の聖書に置くことを決定した。さらに、戦後の学制改革に伴い、1949（昭和24）年には
法人名を酪農学園に改め、1951（昭和26）年には、学園の基本法規である「寄附行為」の第1章に
「キリスト教に基づく三愛精神と実学教育とをもって建学の精神とする」ことを明記するxxxiii。
　1949（昭和24）年7月酪農学園大学部を各種学校として設立した。翌1950（昭和25）年3月には
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短期大学制度が暫定的にできたことから、大学部は酪農学園短期大学（酪農科）へとなる。短期大
学は10年間酪農科のみであったが、1962年には製造科を開設し、1964（昭和39）年には酪農科を
1コース（全日制）、2コース（季節制）に展開し、農閑期を利用して学習できるコースを開設した。
　短期大学設立10年後には、1960年に酪農学園大学が設立される。学科は酪農学科1学科であり、
その目的と使命には「本学は基督教の精神によって人間教育を行い酪農の科学並びに実際を教育し
以て神を愛し人を愛し土を愛する三愛の精神に徹する有為な酪農人及び指導者を養成することを目
的とする」としている。その後、学科の増設と大学院の開設を行い、現在では、2学群5学類（農
食環境学群の循環農学類、食と健康学類、環境共生学類、及び獣医学群の獣医学類、獣医保健看護
学類）、約3千名の学生が学んでいる。
5．考察
　3つの事例を通して、共通する問題としては、以下の点を挙げることができると考える。
5－1．外部環境におけるミッションマネジメントに影響を与える問題
①　学校制度・政策
　3つの事例を見ても分かるように、その歴史において、文部省（現・文部科学省）の定める基準
を充たし国から正規の教育機関であるという認可をもらうために、必死の努力をしてきたことが分
かる。3事例とも、キリスト教主義に基づく学校教育を教育の柱にしてはいたが、学校を物心とも
に支えてくれる特定の国内外のキリスト教団体からの支援があった訳ではなく、あくまでも創始者
が1人のキリスト教信者として自身の目指す学校を設立したに過ぎない。
　そして、特に、苦労をしたのが新制短期大学設置へと動き出す時であった。短期大学の設置は、
学校教育法 （昭和22年法律第26号）の規定に基づき、短期大学設置基準が定められている。具体
的には、短期大学の諸規則、学生定員、教育課程、卒業の要件等、教員組織、教員の資格、校地、
校舎の施設及び設備、事務組織等などである。
　この省令で定める設置基準は、短期大学を設置するのに必要な最低の基準とし、短期大学は、こ
の省令で定める設置基準より低下した状態にならないようにすることはもとより、その水準の向上
を図ることに努めなければならない。そのために、恵泉女子農芸専門学校の場合は、卒業生を中心
とする募金や大和女子農芸専門学校の場合は、宗教法人「モニカ会」からのサポート、北海道酪農
義塾の場合は、酪農民や北海道製酪販売組合等からの支援を求めている。
　このように、創始者の理念を学校運営に反映させるためには、同時に、学校を管轄する文部科学
省の学校制度・政策に沿った運営をしていかなくてはならない。また、農業に関する資格取得等に
関しては、それを所轄する農林水産省や農業団体等の影響も大きく受けていることが分かる。
②　ライバルの存在
　3校が設置された当時の4年制農業系大学の状況は、初年度1949（昭和24）年5月31日認可の
私立農学系大学は、東京農業大学農学部、日本大学農学部、明治大学農学部、東京獣医畜産大学
（1952年3月31日、日本大学農獣医学部に合体）、日本獣医畜産大学、計5大学であった。
　その後、認可の私立大学農学部（1950 ～ 2002年度末）は、本事例の酪農学園大学の他、麻布獣
医科大学（現・麻布大学）、北里大学獣医学部・農学部、玉川大学農学部、名城大学農学部、近畿
大学農学部、九州東海大学農学部、南九州大学園芸学部、計8大学となっている 。また、3校が短
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期大学を設置した時の短期大学の状況は、1951（昭和26）年の農業関係学生数は483名（うち女子
63名）で、短期大学学生数3万4,933名の1.4％であったxxxiv。
　そして、高等農業教育機関は、国公立大学が7割以上を占め、私立大学はわずか3割にも満たな
い状況である。また、農業系学部を維持・運営するためには費用が文系学部に比べて3倍以上多く
かかるため、農業系学部を設置するためには法人母体の大きい私立大学が有利になり、本事例のよ
うに、個人から始まった法人母体の小さな短期大学では農業系学科の維持・運営が困難になること
が分かる。その中で、本事例で取り上げた、北海道酪農義塾の事例が、他の2事例に比べて、創立
当初と同様の、酪農専門大学として、現在に至っている理由としては、創始者の黒澤酉蔵が国会議
員や北海道製酪販売組合（現・雪印メグミルク）等の政財界の要職についていて、他の2事例と比
べて、資金面等で有利な状況であったことが考えられる。
③　受験生の動向
　恵泉女子農業専門学校、大和女子農芸専門学校は、その後、恵泉女学園短期大学園芸科、大和農
芸家政短期大学となるが、両校とも、受験生の確保を図ることが難しくなるという状況にも遭遇す
る。その第1の理由は、受験生の短期大学進学志向から4年制大学進学志向の流れが強くなったこ
とである。例えば、恵泉女学園短期大学の場合では、恵泉女学園高等学校の園芸科への内部進学者
の数を見てみると、80年代後半頃まで20％の内部進学者を出してきたが、それ以降は、4 ～ 5％と
なっている。
　また、大和農芸家政短期大学の場合では、単に受験生が短期大学から4年制大学へと移行したの
ではなく、農芸家政、農芸栄養両科という農業系学科に対する受験生のイメージが十分に定着をし
なかったことによる理由が考えられる。
　北海道酪農義塾の場合は、酪農自営者や酪農技術者の養成を主眼とした教育、農場即教育という
実学教育を目指すために、その後、機農学校、通信教育、短期大学第二部を設立したが、時代の流
れとともに学生数が減少し、通信教育、短大第二部は廃止になり、機農学校は、とわの森三愛高校
の中に機農コース（全寮制40名）として移行することになった。その後、短期大学部も2012年3
月に最後の卒業生43名を送り出し、62年間の歴史に幕を下ろすことになった。現在、学校法人酪
農学園は、とわの森三愛高等学校と酪農学園大学2校を残すのみとなった。
5－2．内部環境におけるミッションマネジメントに影響を与える問題（建学の精神の再解釈）
　恵泉女学園園芸短期大学は2005（平成17）年に廃止をし、恵泉女学園の短期大学としての園芸
教育の歴史は終わりを告げる。そして、2013（平成25）年に、恵泉女学園大学社会園芸学科を設
置する。そこでは、福祉、心理系と園芸を統合したような従来には見られなかった園芸教育を行う
ことにしている。
　内容については、恵泉女子農業専門学校、恵泉女学園短期大学園芸科、恵泉女子園芸短期大学の
中で目指されてきた他の国公私立大学の農業系の園芸科としての位置付けではなく、また、創立以
来、短期大学廃止まで受け継がれてきた全寮制による教育も行ってはいない。しかし、恵泉女学園
大学社会園芸学科の存在は、短期大学で行ってきた園芸教育を新たに社会園芸という形で創始者の
河井道の理念を継承したと考えることもできる。
　また、学校法人「恵泉女学園」全体でみると、創始者である河井道の目指した教育理念である
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「聖書」「国際」「園芸」の3つを教育の柱においている。「恵泉女学園」中学・高校では、「園芸」
の授業は、中学1年と高校1年が必須で、中学3年と高校2、3年が選択科目となっている。授業は
週1回、2コマ連続で行われている。
　大和農芸家政短期大学の場合は、伊東静江が1971（昭和46）年に逝去後、大和学園理事会は、
新理事長に伊東静江の次女である伊東千鶴子を推選する。伊東千鶴子は、新体制のもと、学校の創
始者である伊東静江の理念を継続しつつ、時代に即した形で発展をさせていくことを目指す。まず
始めに、創始者・伊東静江の理念を継承するための第1歩として、伊東静江の精神的な基盤を明文
化し、学校全体の合言葉として確立していくことが重要であると考えた。そのために、1972（昭和
47）年、「信じ希望し愛深く」を学園のモットーとして公式に発表をした。
　次に、1972（昭和47）年に農芸家政科、農芸栄養科の農芸2科の学生募集停止に踏み切り、農芸
科最後の卒業生を送り出した1975（昭和50）年6月には、正式に農芸家政科、農芸栄養科を廃止し
た。また、農芸2科の廃止に伴い、校名も1973（昭和48）年4月より大和農芸家政短期大学から大
和学園女子短期大学に改称した。さらに、保育科を幼児教育学科と改めた。1984（昭和59）年4月
からは大和学園聖セシリア女子短期大学、2004（平成16）年からは現在の聖セシリア女子短期大
学に改称した。
　「酪農学園大学」では、2007年から大学改革の検討作業に入った。その1つに、校名変更の問題
があった。理事会は、新しい校名として「北海道三愛大学」を提案するが、教職員、学生、卒業生
の側からは反対意見が上がったxxxv。このことは、理事会は、酪農学園大学の創始者である黒澤酉
蔵が建学の精神に掲げた「三愛精神」を継承するために大学名を新たに「北海道三愛大学」とする
ことを提案し、一方、校名反対を唱える人たちは「酪農学園」という名前こそが「酪農学園大学」
のアイデンティティとする立場をとっていることが分かる。
　また、酪農学園大学では、2011年度より大学の基礎教育としてキリスト教に基づく酪農学園の
建学の精神である「三愛精神」を基調とする「建学概論」を組み入れたり、2013（平成25）年が
酪農学園創立80年目という節目にあたること、2015（平成27）年が創始者黒澤酉蔵生誕130年目
となることから、その業績等を整理するための作業が2009年頃から行われるようになった。また、
2007（平成19）年に学校法人酪農学園は、「三愛精神に基づく健土健民戦略本部」を設置し、創立
の精神に立った改革を全学的に進めようとしている。その後、2013（平成25）年に酪農学園が創
立100年に向け本学園の目指す「酪農学園のめざす姿」が理事会において承認された。
6．おわりに－今後の課題
　本論文の目的は、非営利組織におけるミッションマネジメントについて、特に、大学に焦点を当
て、各大学が掲げている「建学の精神」に基づくマネジメントを行う上での課題を明らかにするこ
とであったが、3つの事例を見ても分かるように、創始者の目指す建学の精神に基づく教育を行う
上で、社会状況における障壁と学校制度における障壁が存在することを知ることができる。
そのことは必ずしも各々の私立学校における「建学の精神」に基づく教育というものが当時の社会
状況や学校制度に当てはまるということではなく、場合によっては時代状況や学校制度とは必ずし
もなじまない形で「建学の精神」に基づく教育を行う場合も考えられる。
　当然そのような場合には、国の定める学校制度外での教育、社会状況に馴染まない教育というも
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のになり、国からの助成金制度や学生募集という点で不利益が生じ、学校経営的には困難が伴う場
合がある。一方で、社会状況や学校制度に迎合する教育では、経営的には安定はするが、各々の学
校における「建学の精神」が薄れるという問題が起きることになる。
　本論文で取り上げた3事例はいずれも創始者亡き後、その時代にあった形で理念継承を行いなが
ら現在に至っている。恵泉女子農芸専門学校は、その後、恵泉女学園短期大学、恵泉女学園大学を
設立し、現在、大学の学部の中で「社会園芸学科」を設置している。そして、中学校、高校、大学
全体を通して創始者・河井道の「園芸」に関する教育を実践しようとしている。
　また、大和女子農芸専門学校は、その後、大和農芸家政短期大学、大和学園女子短期大学、大和
学園聖セシリア女子短期大学を経て、現在の聖セシリア女子短期大学に至っている。農業系学科を
廃止し、幼児教育学科に1本化をして、幼稚園、保育園、小学校から高校、スイミングスクールを
開設し、創始者・伊東静江のカトリック精神に基づく理念の継承を行おうとしている。
　そして、酪農学園大学では、今、まさに、創始者・黒澤酉蔵の目指した教育をどのような形で継
承しようとするのかという「建学の精神の再解釈」の議論が本格的に始まったのだともいえる。い
ずれの大学でも、創始者亡き後、理事会を中心にして、建学の精神に立ち返りながら様々な議論を
して、「創始者の求めた理念」をその時代時代に合った形で理念継承に基づく大学経営、つまり、
ミッションマネジメントを行おうとしている姿を見ることができる。
　また、その1つの方法として、「選択と集中」が重要であることも分かった。いずれの事例でも
限られた資源を有効に活用するため、恵泉女子農芸専門学校の場合は、短期大学を廃止し、4年制
大学への移行を決定している。また、大和女子農芸専門学校の場合は、短期大学の中の3学科を1
学科に絞ることにより限られた資源を有効活用している。北海道酪農義塾でも、時代の流れとと
もに学生数が減少し、通信教育、短大第二部は廃止になり、機農学校は、とわの森三愛高校の中に
移行し、短期大学部も廃止し、現在では、とわの森三愛高等学校と酪農学園大学2校を残すのみと
なった。
　このことから、創始者の理念継承を行いながら大学運営をしていくための1つの方向性として、
現時点での大学を取り巻く内部環境及び外部環境を分析し、創始者の理念の何を継承し、何を継承
しないのかという「選択と集中」により、限られた資金や人材を有効に活用しながらその時代時代
にあった実践活動を行うことが大学におけるミッションマネジメントを行う上で重要であることが
分かった。
　今後は、ミッションマネジメントを行う上で、どのようなプロセスでミッションマネジメントの
方向性を決定し、それをどのような形で教職員に伝達し、そのことを教職員がどのように受け止
め、日々の実践に結び付けていくのかという一連の状況というものを丹念に探っていくことが必要
であると考える。
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